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一般財団法人日中経済協会

2025年の国民経済・社会発展に関する統計公報 注 1

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
１．総合
国民経済

国内総生産（GDP）注 2 億元 1,401,879 5.0 
第１次産業 億元 93,347 3.9 

GDP 比 6.7％
第２次産業 億元 499,653 4.5 

GDP 比 35.6％
第３次産業 億元 808,879 5.4 

GDP 比 57.7％
GDP 成長率に対する寄与度

最終消費支出の寄与度 ポイント 2.6 
資本形成総額の寄与度 ポイント 0.8 
物・サービス純輸出の寄与度 ポイント 1.6 

1 人当たり国内総生産（GDP） 元 99,665 5.1 
国民総所得（GNI）注 3 億元 1,393,700 5.1 
総労働生産率注 4 元 / 人 184,413 6.1 
人口

全国総人口（年末）注 5 万人 140,489 339 万人減
都市常住人口 万人 95,380 

全国総人口比 67.9％
常住人口都市化率 0.9 ポイント増

農村常住人口 万人 45,109 
全国総人口比 32.1％

男性 万人 71,685 
全国総人口比 51.0％

女性 万人 68,804 
全国総人口比 49.0％

0 ～ 15 歳注 6 万人 23,015 
全国総人口比 16.4％、0.7 ポイント減

16 ～ 59 歳 万人 85,136 
全国総人口比 60.6％

60 歳以上 万人 32,338 
全国総人口比 23.0％

65 歳以上 万人 22,365 
全国総人口比 15.9％  0.3 ポイント増

出生数 万人 792 
出生率 ‰ 5.63 
死亡者数 万人 1,131 
死亡率 ‰ 8.04 
自然増加率 ‰ -2.41 
労働・雇用

全国就業者数（年末） 万人 72,504 
都市部就業者数 万人 47,535 

全国就業者数比 65.6％、1.1 ポイント増
都市部新規就業者数注 7 万人 1,267 11 万人増
都市部調査失業率（年末） ％ 5.1 ± 0
全国農民工注 8 総人数 万人 30,115 0.5

出稼ぎ農民工 万人 18,006 0.8
地元農民工 万人 12,109 0.1

物価
生産者物価指数（PPI） -2.6 
生産者購入価格指数 -3.0 
農産物生産者物価指数注 9 -3.7 
消費者物価指数（CPI） 全国 0.0、都市 0.1、農村 -0.2

食品・タバコ・酒 全国 -0.7、都市 -0.5、農村 -1.2
衣料品 全国 1.5、都市 1.7、農村 1.0
居住注 10 全国 0.1、都市 0.2、農村 -0.2
生活用品・サービス 全国 0.9、都市 0.8、農村 1.2
交通・通信 全国 -2.6、都市 -2.7、農村 -2.5
教育・文化・娯楽 全国 0.8、都市 0.8、農村 1.0
医療・保健 全国 0.8、都市 0.5、農村 1.3
その他用品・サービス 全国 9.3、都市 9.5、農村 8.3

・12 月の 70 大中都市の新築分譲住宅販売価格において、前年同月比で上昇した都
市は 6、横ばいの都市は 6、下落した都市は 58

・中古住宅販売価格の前月比は、70 すべての都市で下落した
・中古住宅販売価格の前年同月比は、70 すべての都市で下落した
・販売用新築不動産販売価格において、前年同月比で上昇した都市は 5、下落した
都市は 65
外貨準備

国家外貨準備高（年末） 億ドル 33,579 1,555 億ドル増
人民元対ドル平均レート 元 7.1429 -0.3 
新産業・新業態・新モデル

規模以上工業注 11

設備製造業注 12 付加価値 9.2
規模以上工業付加価値比 36.8％

ハイテク製造業注 13 付加価値 9.4
規模以上工業付加価値比 17.1％

デジタル製品製造業注 14 付加価値 9.3
規模以上工業付加価値比 12.5％

サービスロボット 万台 1,858.1 16.1
移動通信基地局設備 万 RF モジュール 536.4 13.5
サーバー 万台 597.0 12.6

規模以上サービス業注 15

戦略的新興サービス業注 16 営業収入 9.3 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
ハイテクサービス業注 17 営業収入 7.9 

EC 取引額注 18 億元 467,339 2.5 
オンライン小売額注 19 億元 159,722 8.6 
地域発展

地域別注 20 生産総額
東部地区 億元 730,876 5.0 
中部地区 億元 299,108 5.2 
西部地区 億元 298,750 5.1 
東北部地区 億元 65,035 4.1 
京津冀地区 億元 119,918 5.4 
長江経済ベルト地域 億元 658,336 5.2 
長江デルタ地区 億元 346,595 5.4 

生態環境保護
GDP １万元当たり二酸化炭素排出量注 21 -5.0 
クリーンエネルギー発電量 億 kwh 42,481 14.4 
339 都市中年間大気質が基準を満たし
た都市 ％ 72.6 

339 都市中年間大気質が基準を満たし
ていない都市 ％ 27.4 

PM2.5 年平均濃度 μg/㎥ 28.0 -4.4 
国家が定める 3641 カ所の水質サンプ
リング

水質Ⅰ～Ⅲ類（優良） ％ 91.4 
水質Ⅳ類 ％ 6.9 
水質Ⅴ類 ％ 1.1 
水質劣 V 類 ％ 0.6 

２．農業
農業

食糧作付面積 万 ha 11,941 9 万 ha 増
籾米 万 ha 2,901 1 万 ha 増
小麦 万 ha 2,358 1 万 ha 減
トウモロコシ 万 ha 4,496 22 万 ha 増
大豆 万 ha 1,026 7 万 ha 減
綿花 万 ha 298 14 万 ha 増
搾油作物 万 ha 1,445 16 万 ha 増
搾糖作物 万 ha 149 3 万 ha 増

食糧生産量 万トン 71,488 1.2 
前年比 838 万トン増

夏季 万トン 14,975 -0.1 
早稲 万トン 2,851 1.2 
秋季 万トン 53,662 1.5 

穀物生産量 万トン 66,021 1.2 
籾米 万トン 20,904 0.7 
小麦 万トン 14,007 0.0 
トウモロコシ 万トン 30,124 2.1 
大豆 万トン 2,091 1.3 

綿花生産量 万トン 664 7.7 
搾油作物生産量 万トン 4,096 2.9 
搾糖作物生産量 万トン 11,701 2.1 
茶葉生産量 万トン 392 4.8 
畜産

肉類総生産量 万トン 10,072 4.2 
豚肉 万トン 5,938 4.1 
牛肉 万トン 801 2.8 
羊肉 万トン 496 -4.2 
家禽肉 万トン 2,837 6.7 

卵生産量 万トン 3,498 -2.5 
牛乳生産量 万トン 4,091 0.3 
豚飼育数（年末） 万頭 42,967 0.5 
豚出荷数 万頭 71,973 2.4 
水産

水産物生産量 万トン 7,657 4.1 
水産物養殖量 万トン 6,324 4.4 
水産物漁獲量 万トン 1,333 2.7 

林業
木材生産量 万㎥ 13,937 -1.1 
３．工業・建設業
工業生産

全工業付加価値 億元 416,826 5.8 
規模以上工業付加価値 5.9 
企業類型別

国有持株支配企業 4.6 
株式制企業 6.3 

外資系、香港・マカオ・台湾資本系
企業 3.9 

私営企業 5.3 
産業別

鉱業 5.6 
製造業 6.4 
電力・熱・ガス・水道業 2.3 

業種別
食品加工業 5.6 
繊維工業 3.0 
化学原料・化学製品製造業 7.8 
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項目 単位 数量・金額 前年比（%）
非金属鉱物製品業 -0.6 
黒色金属製錬・圧延加工業 4.5 
汎用設備製造業 8.0 
専門設備製造業 4.3 
自動車製造業 11.5 
電気機械・器材製造業 9.2 
コンピュータ・通信・その他電子設
備製造 10.6 

電力・熱力業 2.2 
主要工業製品生産量注 22

綿糸 万トン 2,215.8 -0.1 
綿布 億 m 306.7 0.2 
化学繊維 万トン 8,701.1 4.9 
砂糖 万トン 1,621.0 9.0 
紙巻きタバコ 億本 24,703.9 0.2 
カラーテレビ 万台 20,273.9 -2.6 
家庭用冷蔵庫 万台 10,924.4 1.6 
ルームエアコン 万台 26,697.5 0.7 
粗鋼 万トン 96,081.2 -4.4 
鋼材注 23 万トン 144,612.1 3.1 
非鉄金属 10 種 万トン 8,175.0 3.9 

精錬銅（電解銅） 万トン 1,472.0 10.4 
原アルミ（電解アルミ） 万トン 4,501.6 2.4 

セメント 億トン 16.9 -6.9 
硫酸（100％換算） 万トン 11,081.6 4.5 
苛性ソーダ（100％換算） 万トン 4,653.5 5.0 
エチレン 万トン 4,150.8 6.4 
化学肥料（100％換算） 万トン 6,480.8 7.1 
発電ユニット（発電設備） 万 kw 37,087.4 37.6 
自動車 万台 3,477.8 9.8 

新エネルギー車 万台 1,652.4 25.1 
集積回路 億個 4,842.8 10.9 
携帯電話 万台 154,123.9 -5.8 
小型コンピュータ設備 万台 33,186.1 -2.9 
工業用ロボット 万台（組） 77.3 28.0 
太陽光発電工業用ウルトラクリアエ
ンボスガラス 万㎡ 316,135.4 3.4 

充電スタンド 万台 574.5 11.0 
太陽電池 万 kw 83,274.3 7.6 
3D プリンター設備 万台 521.1 52.5 

企業利益・生産稼働率
規模以上工業企業利益注 24 億元 73,982 0.6 
企業類型別

国有持株支配企業 億元 20,561 -3.9 
株式制企業 億元 55,408 -0.1 
外資系、香港・マカオ・台湾資本系
企業 億元 17,447 4.2 

私営企業 億元 22,811 0.0 
産業別

鉱業 億元 8,345 -26.2 
製造業 億元 56,916 5.0 
電気・熱・ガス・水道業 億元 8,721 9.4 

規模以上工業企業百元営業収入毎コス
ト 元 85.31 0.16 元増

規模以上工業企業主業務収入利益率 ％ 5.31 0.03 ポイント減
規模以上工業企業資産負債率（年末） ％ 57.6 0.1 ポイント減
全国工業生産稼働率注 25 ％ 74.4 
エネルギー生産量

1 次エネルギー生産総量（標準炭換算） 億トン 51.3 3.6 
原炭 億トン 48.5 1.4 
原油 万トン 21,608.7 1.5 
天然ガス 億㎥ 2,620.6 6.3 
発電量 億 kwh 105,752.5 4.8 

火力発電注 26 億 kwh 63,271.5 -0.7 
水力発電 億 kwh 14,616.7 2.5 
原子力発電 億 kwh 4,852.3 7.6 
風力発電 億 kwh 11,279.2 13.1 
太陽光発電 億 kwh 11,732.4 39.8 

発電設備
全国発電設備容量注 27（年末） 万 kw 389,134 16.1 

火力発電 万 kw 153,904 6.3 
水力発電 万 kw 44,802 2.9 
原子力発電 万 kw 6,248 2.7 
オングリッド風力発電 万 kw 64,001 22.9 
オングリッド太陽光発電 万 kw 120,173 35.4 

建設業
全社会建設業付加価値 億元 86,425 -1.1 
全国建設業資質等級を持つ総請負・専
門請負建設企業利益 億元 6,355 -14.1 注 28

国有持株支配企業利益 億元 3,473 -8.2 
４．サービス業　
利益総額

業種別利益総額
卸売・小売業 億元 145,808 5.0 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
交通運輸・倉庫・郵政業 億元 62,092 5.2 
ホテル・外食産業 億元 26,403 4.9 
金融業 億元 101,337 4.5 
不動産業 億元 83,024 0.2 
情報通信・ソフトウェア・IT
サービス業 億元 70,599 11.1 

リース・ビジネスサービス業 億元 63,666 10.3 
規模以上サービス業企業営業利益注 29 6.8 
利益総額 1.9 
交通輸送

貨物輸送総量注 30 億トン 596.7 3.2 
鉄道 億トン 52.8 2.0 
陸路（道路） 億トン 432.9 3.4 
水運 億トン 101.2 3.2 
民用航空 万トン 1,017.2 13.3 
パイプライン 億トン 9.7 1.1 

貨物輸送回転量 億ﾄﾝ km 274,115.8 4.6 
鉄道 億ﾄﾝ km 36,869.1 2.8 
陸路（道路） 億ﾄﾝ km 79,510.7 3.5 
水運 億ﾄﾝ km 149,943.9 6.0 
民用航空 億ﾄﾝ km 413.1 16.7 
パイプライン 億ﾄﾝ km 7,379.0 -1.2 

旅客輸送総量（延べ）注 31 億人 171.2 0.3 
鉄道 億人 46.0 6.7 
陸路（道路） 億人 114.9 -2.4 
水運 億人 2.6 -0.1 
民用航空 億人 7.7 5.5 

旅客輸送回転量 億人 km 35,545.6 5.0 
鉄道 億人 km 16,395.6 3.8 
陸路（道路） 億人 km 5,100.4 0.0 
水運 億人 km 56.6 3.6 
民用航空 億人 km 13,993.0 8.3 

全国民間自動車保有量 万台 36,611 3.8 
前年比 1,343 万台増

三輪車・低速貨物車 万台 681 
個人自動車保有量 万台 32,336 4.3 

前年比 1,348 万台増
新エネルギー自動車生産量 万台 1,652.4 25.1 
新エネルギー自動車保有量 万台 4,397.0 

前年比 1,257 万台増
民間乗用車保有量 万台 19,773 2.2 

前年比 429 万台増
個人乗用車 万台 18,691 2.7 

前年比 487 万台増
郵便・通信

郵便業務総量注 32 億件 2,165 11.8 
郵便書信業務量 億件 6.8 
郵便小包業務量 億件 0.3 
宅配業務量 億件 1,990 
宅配業務収入 億元 14,939 
電気通信業務総量注 33 億元 18,627 9.1 
携帯電話基地局数注 34（年末） 万カ所 1,287 

4G 基地局 万カ所 719 
5G 基地局 万カ所 484 

携帯電話加入者 万人 182,684 
5G 通信スマートフォン利用者 万人 120,413 

携帯電話普及率 台 / 百人 130.0 
固定インターネットブロードバンド接
続利用者注 35 万戸 69,082 2,099 万戸増

1,000Mbps 以上のブロードバンド接
続利用者数注 36 万戸 23,839 3,157 万戸増

モバイル IoT エンドユーザー注 37 億戸 28.88 2.32 億戸増
インターネット利用者数 億人 11.25 

携帯電話インターネット利用者数 億人 11.21 
インターネット普及率 ％ 80.1 

農村部インターネット普及率 ％ 69.5 
移動インターネット接続量 億 GB 3,958 17.3 
ソフトウェア・IT サービス業・ソフト
ウェア注 38 業務収入 億元 154,831 13.2 

５．国内取引
市場販売

社会消費品小売総額 億元 501,202 3.7 
地域別

都市消費品小売額 億元 432,972 3.6 
農村消費品小売額 億元 68,230 4.1 

消費類型別
商品小売額 億元 443,220 3.8 
外食産業収入額 億元 57,982 3.2 
サービス小売額注 39 億元 5.5 

基準額以上企業商品小売額のうち、穀
類・食油・食品類 9.3 

飲料 1.0 
タバコ・酒類 2.7 
衣料品・靴・帽子・織物類 3.2 



3

一般財団法人日中経済協会

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
化粧品類 5.1 
金・宝飾類 12.8 
日用品類 6.3 
スポーツ・娯楽用品 15.7 
家電・AV 器材類 11.0 
漢方・西洋薬品類 1.8 
文化・事務用品類 17.3 
家具類 14.6 
通信器材類 20.9 
石油および石油製品類 -5.7 
自動車類 -1.5 
建築・装飾材料類 -2.7 

規模以上小売業業態別
コンビニエンスストア売上額 5.5 
専門店売上額 2.6 
スーパーマーケット売上額 4.3 
百貨店売上額 0.1 
ブランド専売店売上額 -0.6 

実物商品オンライン小売額注 40 億元 130,923 5.2 
社会消費品小売総額比 26.1％、0.4 ポイント減

６．固定資産投資
固定資産投資

全社会固定資産投資注 41 億元 491,109 -3.9 注 42

固定資産投資（農家含まず） 億元 485,186 -3.8 
設備工具・機械購買投資 11.8 

地区別注 43 固定資産投資（農家含まず）
東部地区 -8.4 
中部地区 -2.7 
西部地区 -1.3 
東北部地区 -15.5 

産業別固定資産投資（農家含まず）
第１次産業 億元 9,570 2.3 
第２次産業 億元 177,368 2.5 
第３次産業 億元 298,248 -7.4 

インフラ設備投資注 44 -2.2 
社会領域投資注 45 -8.5 
民間投資注 46 -6.4 

不動産開発投資を除く民間プロジェ
クト投資 -1.9 

製造業民間投資 -0.2 
民間インフラ投資 1.7 

業種別固定資産投資（農家含まず） -3.8 
農林畜水産業 -0.8 
鉱業 2.5 
製造業 0.6 
電気・熱・ガス・水道業 9.1 
建設業 -22.2 
卸売・小売業 5.6 
交通運輸・倉庫・郵政業 -1.2 
ホテル・外食産業 5.5 
情報通信・ソフトウェア・IT サービ
ス業 8.8 

金融業 7.2 
不動産業注 47 -17.5 
リース・ビジネスサービス業 -4.3 
科学研究・技術サービス業 -15.1 
水利・環境・公共施設管理業 -8.4 
住民サービス・修理・その他サービ
ス業 0.9 

教育 -8.3 
衛生・社会事業 -12.3 
文化・体育・娯楽業 -3.8 
公共管理・社会保障・社会組織 5.7 

固定資産投資による新規主要生産・運営
能力

新規 22 万ボルト以上変電設備 万 kva 32,043 
新設鉄道営業開始距離 km 3,109 

高速鉄道 km 2,862 
増設・新設鉄道複線営業開始距離 km 2,941 
電化鉄道営業開始距離 km 3,091 
新設・改修高速道路距離 km 8,699 
港湾 1 万トン級以上埠頭バース新規取
扱能力

万トン /
年 38,833 

新規民用運輸空港 カ所 7 
新設光ファイバー距離 万 km 211 

不動産開発・販売
不動産開発投資注 48 億元 82,788 -17.2 

住宅投資 億元 63,514 -16.3 
オフィスビル投資 億元 3,203 -22.8 
商業営業用建物投資 億元 5,947 -14.0 

販売用新築不動産販売面積注 49 万㎡ 88,101 
中古住宅取引のオンライン契約面積注 50 万㎡ 73,685 
販売用新築不動産販売待ち面積 ( 年末） 万㎡ 76,632 

商業用住宅販売待ち面積 万㎡ 40,236 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
建物施工面積 万㎡ 659,890 -10.0 

住宅 万㎡ 460,123 -10.3 
建物新規着工面積 万㎡ 58,770 -20.4 

住宅 万㎡ 42,984 -19.8 
建物竣工面積 万㎡ 60,348 -18.1 

住宅 万㎡ 42,830 -20.2 
新築分譲建物販売面積 万㎡ 88,101 -8.7 

住宅 万㎡ 73,299 -9.2 
不動産開発企業の当年調達額 億元 93,117 -13.4 

国内融資 億元 14,094 -7.3 
個人住宅ローン 億元 12,852 -17.8 

全国分配型保障性住宅、保障性賃貸住
宅の施工・増設件数 万件 121 

都市老朽住宅改修工事件数 万件 17 
都市新規改修老朽小区数 万カ所 2.7 
農村低所得層などを対象とした危険家
屋の改修・耐震補強などの工事件数 万戸 21.9 

７．対外経済　
貨物貿易

貨物輸出入総額 億元 454,685 3.8 
貨物輸出額 億元 269,890 6.1 

一般貿易 億元 176,411 6.0 
加工貿易 億元 52,633 4.9 
電気製品 億元 164,683 8.9 
ハイテク製品 億元 67,806 8.0 

貨物輸入額 億元 184,795 0.5 
一般貿易 億元 110,650 -3.7 
加工貿易 億元 32,527 12.7 
電気製品 億元 74,069 5.7 
ハイテク製品 億元 58,844 9.9 

貿易収支（輸出－輸入） 億元 85,094 20.4 
前年比 1 兆 4,443 億元増

「一帯一路」沿線国家輸出入総額 億元 236,018 6.3 
輸出額 億元 136,851 11.2 
輸入額 億元 99,167 0.1 

RCEP 加盟国輸出入総額注 51 億元 138,503 5.3 
民営企業輸出入総額 億元 260,403 7.1 

輸出入総額全体の 57.3％
輸出額 億元 176,592 7.2 

主要輸出品目
鉄鋼製品 万トン 11,902 7.5 

億元 5,911 -0.7 
紡織糸・織物・製品 億元 10,205 1.0 
衣料・その他付属品 億元 10,822 -4.4 
靴製品 億足 90 -2.0 

億元 2,975 -10.8 
家具・その部品 億元 4,559 -5.6 
バッグ・その他かばん 万トン 368 1.6 

億元 2,140 -12.9 
玩具 億元 2,493 -12.1 
プラスチック製品 億元 7,487 -0.8 
集積回路 億個 3,495 17.4 

億元 14,442 27.4 
自動デジタル処理設備 ・その部品 億元 14,530 -0.8 
携帯電話 万台 75,118 -7.7 

億元 8,696 -9.0 
コンテナ 万個 458 -15.9 

億元 972 -19.9 
液晶パネル 万個 209,492 10.7 

億元 2,306 11.7 
自動車（車台を含む） 万台 832 30.0 

億元 10,183 22.0 
主要輸入品目

大豆 万トン 11,183 6.5 
億元 3,602 -3.9 

食用植物油 万トン 694 -3.2 
億元 616 16.6 

鉄鉱砂・その選鉱 万トン 125,871 1.8 
億元 8,804 -6.6 

石炭・褐炭 万トン 49,027 -9.6 
億元 2,586 -30.2 

原油 万トン 57,773 4.4 
億元 21,217 -8.3 

石油製品 万トン 4,242 -12.0 
億元 1,718 -17.7 

天然ガス 万トン 12,787 -2.8 
億元 4,060 -12.5 

初級形状のプラスチック 万トン 2,684 -7.4 
億元 2,843 -8.8 

パルプ 万トン 3,604 4.9 
億元 1,566 -1.7 

鋼材 万トン 606 -11.1 
億元 735 -10.2 
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項目 単位 数量・金額 前年比（%）
未鍛造の銅・銅材 万トン 532 -6.4 

億元 3,869 0.7 
集積回路 億個 5,917 7.8 

億元 30,355 10.7 
自動車 ( 車台を含む） 万台 48 -32.4 

億元 1,693 -39.2 
主要国・地域別貨物輸出額

ASEAN 億元 47,596 14.0 
全輸出額比 17.6％

EU 億元 40,071 9.0 
全輸出額比 14.8％

米国 億元 30,067 -19.5 
全輸出額比 11.1％

香港 億元 24,001 16.1 
全輸出額比 8.9％

日本 億元 11,261 4.1 
全輸出額比 4.2％

韓国 億元 10,319 -0.6 
全輸出額比 3.8％

インド 億元 9,723 13.4 
全輸出額比 3.6％

ロシア 億元 7,384 -9.9 
全輸出額比 2.7％

台湾 億元 5,982 11.8 
全輸出額比 2.2％

ブラジル 億元 5,123 -0.1 
全輸出額比 1.9％

南アフリカ 億元 1,645 6.0 
全輸出額比 0.6％

主要国・地域別貨物輸入額
ASEAN 億元 27,861 -1.0 

全輸入額比 15.1％
EU 億元 19,182 0.1 

全輸入額比 10.4％
台湾 億元 16,509 6.5 

全輸入額比 8.9％
韓国 億元 13,379 3.6 

全輸入額比 7.2％
日本 億元 11,792 6.1 

全輸入額比 6.4％
米国 億元 10,000 -14.1 

全輸入額比 5.4％
ロシア 億元 8,924 -3.4 

全輸入額比 4.8％
ブラジル 億元 8,328 0.8 

全輸入額比 4.5％
香港 億元 2,266 73.4 

全輸入額比 1.2％
南アフリカ 億元 2,188 0.5 

全輸入額比 1.2％
インド 億元 1,412 10.3 

全輸入額比 0.8％
サービス貿易

サービス輸出入総額 億元 80,823 7.4 
サービス輸出額 億元 36,268 14.2 
サービス輸入額 億元 44,555 2.5 

サービス貿易収支（輸出－輸入） 億元 8,287 
外資導入（非金融分野）

外資直接投資契約件数 件 70,392 19.1 
「一帯一路沿線国」からの直接投資契

約件数 件 19,756 14.7 

業種別外資直接投資契約件数
農林畜水産業 件 366 -2.1 
製造業 件 4,244 9.6 
電気・熱・ガス・水道業 件 313 -28.7 
交通運輸・倉庫・郵政業 件 1,054 25.8 
情報通信・ソフトウェア・IT サービ
ス業 件 5,567 39.6 

卸売・小売業 件 25,053 20.1 
不動産業 件 624 2.0 
リース・ビジネスサービス業 件 12,757 14.3 
住民サービス・修理・その他サービ
ス業 件 1,104 28.5 

外資直接投資実行額 億元 7,477 -9.5 
「一帯一路沿線国」からの直接投資実

行額 億元 1,168 1.9 

業種別外資直接投資実行額
ハイテク製造業 億元 2,418 -15.6 
農林畜水産業 億元 15 -44.5 
製造業 億元 1,855 -16.1 
電気・熱・ガス・水道業 億元 243 -14.5 
交通運輸・倉庫・郵政業 億元 88 -21.1 
情報通信・ソフトウェア・IT サービ
ス業 億元 440 -16.3 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
卸売・小売業 億元 514 -11.9 
不動産業 億元 218 -46.2 
リース・ビジネスサービス業 億元 1,896 4.5 
住民サービス・修理・その他サービ
ス業 億元 20 -43.3 

対外直接投資（非金融分野）
対外直接投資額 億元 10,404 1.6 
「一帯一路」沿線国への直接投資額 億元 2,834 18.0 

業種別対外直接投資額
農林畜水産業 億元 151 54.1 
鉱業 億元 801 -10.3 
製造業 億元 2,011 -4.6 
電気・熱・ガス・水道業 億元 143 -69.0 
建設業 億元 299 4.2 
卸売・小売業 億元 2,555 27.3 
交通運輸・倉庫・郵政業 億元 709 34.8 
情報通信・ソフトウェア・IT サービ
ス業 億元 369 -11.1 

不動産業 億元 89 -27.5 
リース・ビジネスサービス業 億元 2,719 -5.6 

対外請負工事売上額 億元 12,773 8.1 
「一帯一路」沿線国家対外請負工事売

上額 億元 10,902 9.6 

対外請負工事売上額比 85.4％
対外労務協力派遣した各種労務人員 万人 43 
８．財政・金融
金融市場

全国一般公共予算収入 億元 216,045 -1.7 
税収入 億元 176,363 0.8 

全国一般公共予算支出 億元 287,395 1.0 
減税・料金引き下げおよび租税還付や
租税・料金納付の猶予による新規還元
総額

億元 28,557 

広義の通貨供給量（M2）（年末） 兆元 340.3 8.5 
狭義の通貨供給量（M1）注 52（年末） 兆元 115.5 3.8 
市場現金流通量（M0）（年末） 兆元 14.1 10.2 
社会融資規模増加量注 53 兆元 35.6 3.3 兆元増
社会融資規模残高注 54（年末） 兆元 442.1 8.3 

対実体経済人民元貸付残高 兆元 268.4 6.3 
全金融機関総預金残高（年末） 兆元 336.1 前年比 27.8 兆元増

人民元総預金残高 兆元 328.6 前年比 26.4 兆元増
国内居住者預金残高 兆元 167.0 9.7 

人民元預金残高 兆元 165.9 9.7 
国内非金融機関預金残高 兆元 84.5 3.7 

全金融機関総貸付残高（年末） 兆元 275.7 6.2 
前年比 16.2 兆元増

人民元総貸付残高 兆元 271.9 16.3 兆元増
人民元金融包摂融資注 55 残高 兆元 36.6 3.6 兆元増
農業関連貸付残高 兆元 53.6 3.4 兆元増
製造業中長期貸付残高 兆元 14.9 1.0 兆元増
グリーン関連貸付残高 兆元 44.8 7.7 兆元増
新規設立企業向けローンの加重平均金
利注 56 ％ 3.22 0.41 ポイント低下

主要農村金融機関人民元貸付残高（年
末） 兆元 33.1 前年初比 1.6 兆

元増
全金融機関人民元消費ローン貸付残高

（年末） 兆元 58.2 0.5 兆元減

家計の短期消費ローン残高 兆元 9.5 0.7 兆元減
家計の中長期消費ローン残高 兆元 48.7 0.2 兆元増

企業資金調達
上海・深圳取引所 A 株累積資金調達
額注 57 億元 12,583 8,332 億元増

A 株資金新規公開調達額（90 銘柄） 億元 1,242 620 億元増
科創板（Science and  Technology 
Innovation  Board) 調達額 （19 銘柄） 億元 381 

A 株資金再調達額（公募増資、私募
増資、割当、優先株、転換社債を含む） 億元 11,341 7,712 億元増

北京証券取引所公開発行調達額注 58（26
銘柄） 億元 76 

再融資額 億元 4 
各種主体による上海・深圳・北京証券
取引所での発行債券 （社債、企業債、
資産支援債、国債、地方政府債を含む）

兆元 16.3 

上海・深圳証券取引所上場インフラ
分野不動産投資信託基金（20 銘柄）
募集資金

億元 402 

年末全国中小企業株式譲渡制度上場企
業数注 59 社 5,960 

全国中小企業株式譲渡制度上場企業の
株式による調達額累計（通年） 億元 74 

企業信用類債権注 60 発行 兆元 15.6 0.9 兆元増
保険

保険会社保険料収入注 61 億元 61,194 7.4
生命保険保険料収入 億元 35,557 
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項目 単位 数量・金額 前年比（%）
医療保険・傷害保険保険料収入 億元 10,935 
損害保険保険料収入 億元 14,703 

保険支払額（賠償・給付） 億元 24,432 
生命保険の給付 億元 10,016 
医療保険・傷害保険の賠償・給付 億元 4,454 
損害保険の賠償 億元 9,962 

９．住民所得・消費・社会保障
住民所得・消費

全国住民 1 人当たり可処分所得 元 43,377 5.0
実質 5.0

全国住民 1 人当たり可処分所得中央
値注 62 元 36,231 4.4

都市部住民 1 人当たり可処分所得 元 56,502 4.3
実質 4.2

都市部住民 1 人当たり可処分所得中央
値 元 51,115 3.7

農村部住民 1 人当たり可処分所得 元 24,456 5.8
実質 6.0

農村部住民 1 人当たり可処分所得中央
値 元 20,711 5.6

都市・農村部住民 1 人当たり可処分所
得比率 2.31 0.03 ポイント減

全国住民五等分所得層注 63

低所得層 1 人当たり可処分所得 元 10,150 
中の下層 1 人当たり可処分所得 元 22,702 
中所得層 1 人当たり可処分所得 元 35,536 
中の上層 1 人当たり可処分所得 元 55,586 
高所得層 1 人当たり可処分所得 元 103,778 
全国農民工 1 人当たり月収 元 5,075 2.3 
貧困脱却県注 64 の農村部住民 1 人当た
り可処分所得

元 18,627 6.3 
実質 6.5

全国住民 1 人当たり消費支出 元 29,476 4.4 
実質 4.4

サービス消費支出※注 65 元 13,602 4.5 
全国住民 1 人当たり消費支出比 46.1％

都市部住民１人当たり消費支出 元 35,869 3.8 
実質 3.7

農村部住民１人当たり消費支出 元 20,259 5.1 
実質 5.3

エンゲル係数 ％ 29.3 
都市部 ％ 28.3 
農村部 ％ 31.8 

社会保障
全国養老保険加入者（年末） 万人 107,599 316 万人増

全国都市従業員基本養老保険加入者
（年末） 万人 54,680 

全国都市・農村部住民基本養老保険
加入者（年末） 万人 52,919 

全国基本医療保険加入者（年末） 万人 133,068 406 万人増
従業員基本医療保険加入者（年末） 万人 38,856 
都市・農村部住民基本医療保険加入
者（年末） 万人 94,212 

全国失業保険加入者（年末） 万人 24,918 329 万人増
全国労災保険加入者（年末） 万人 30,500 102 万人増
全国出産保険加入者（年末） 万人 25,966 666 万人増
全国都市部住民最低生活保障受給者

（年末） 万人 595 

全国農村部住民最低生活保障受給者
（年末） 万人 3,340 

全国農村部特別困窮者注 66 扶助受給者
（年末） 万人 445 

臨時扶助（延べ）注 67 万人 2,399 
国家救済、補助退役軍人・その他扶助
対象者 万人 813 

社会サービス
全国宿泊提供社会サービス機構（年末） 万カ所 4.2 

養老サービス機構 万カ所 3.9 
児童サービス機構 カ所 1,196 

社会サービスベッド数注 68 万床 794.0 
養老サービスベッド数 万床 768.0 
児童サービスベッド数 万床 9.6 

10．科学技術・教育
科学技術

R&D 経費支出 億元 39,262 8.1 
GDP 比 2.80％

基礎研究費 億元 2,778 11.1 
R&D 経費支出に占める割合 7.08%

国家自然科学基金支援プロジェクト 万件 5.88 
国家工程研究センター（年末） カ所 207 
国家企業技術センター（年末） カ所 1,921 

設立した子基金 件 36 
資金総規模 億元 624 

発明特許取得 万件 97.2 -7.0 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
国内発明特許 万件 89.7 -3.7 

PCT 特許出願受理数注 69 万件 7.8 
実用新案登録数 万件 146.1 -27.3 
意匠登録件数 万件 66.6 3.6 
有効発明特許（年末） 万件 631.8 11.1 

国内有効発明特許 万件 532.0 13.6 
有効実用新案登録数（年末） 万件 1,153.0 -1.1 
有効意匠登録件数（年末） 万件 317.1 3.2 
人口 1 万人当たり高価値発明特許保有
件数注 70 件 16 

商標登録数 万件 420.6 -12.0 
技術契約締結数 万件 104.0 
技術契約成約額 億元 75,734 10.8 
科学的素養を持つ国民の割合注 71 ％ 16.74 
宇宙ロケット打ち上げ成功 回 92 

商業ロケット打ち上げ 回 50 
・天問 2 号が小惑星サンプルの採取に出発
・再使用可能な運搬ロケット技術開発が飛躍的に進展
・朱雀 3 号、長征 12 号甲が初飛行で第 2 段軌道投入に成功
・中国が設計・建造した初の電磁カタパルト型空母「福建」が就役
・超伝導量子計算試作機「祖沖之 3 号」の開発に成功
・中国の「人工太陽」が「1 億度 1000 秒」の世界記録を樹立
・江門ニュートリノ実験の大型科学装置が稼働開始
・国産大規模 AI モデル「深度求索（DeepSeek）」が世界的に注目を集めた
・初の侵襲型ブレイン・マシン・インターフェースの臨床試験が成功
・自主開発した国産初の低温大電流イオン注入装置が産業化可能な段階に到達
国家品質検査センター カ所 874 
既製品品質、制度、サービス認証機構 カ所 1,216 
製品認証実施企業数（累計） 万社 117 
国家標準の制定・改訂 件 4,929 

新規制定 件 2,481 
製造業製品品質合格率注 72 % 94.36 
教育（年間）

大学院教育
募集学生数 万人 143.8 
在校生数 万人 430.0 
卒業生数 万人 116.7 

大学（一般・専科）注 73

募集学生数 万人 1,070.8 
在校生数 万人 3,954.0 
卒業生数 万人 1,105.1 

中等職業教育注 74

募集学生数 万人 526.5 
在校生数 万人 1,537.8 
卒業生数 万人 521.9 

普通高校
募集学生数 万人 1,074.9 
在校生数 万人 3,039.5 
卒業生数 万人 924.6 

中学校
募集学生数 万人 1,852.8 
在校生数 万人 5,509.3 
卒業生数 万人 1,723.7 

小学校
募集児童数 万人 1,461.7 
在校生数 万人 10,178.3 
卒業生数 万人 1,860.5 

特殊教育
募集学生数 万人 16.4 
在校生数 万人 92.7 
卒業生数 万人 18.4 

幼稚園在籍者 万人 3,225.5 
9 年義務教育普及率 ％ 96.1 
高校粗就学率　 ％ 92.0 
平均就学年数（16 〜 59 歳） 年 11.3 0.1 年増
11．文化観光、衛生健康・スポーツ
文化

全国の芸術公演団体（年末） 団体 1,879 
全国の公共図書館 カ所 3,253 

図書館サービス利用者（延べ）注 75 万人回 146,983 
全国の文化会館 カ所 3,517 
ケーブルテレビ加入者 億戸 2.07 

ケーブルデジタルテレビ加入者 億戸 2.00 
ラジオ放送人口普及率（年末） ％ 99.8 
テレビ放送人口普及率（年末） ％ 99.8 
テレビドラマ制作数 作 110 

話 3,376 
テレビアニメ制作数 作 336 

分 93,874 
映画制作数 本 511 
科学教育・ドキュメンタリー・アニメ
ーション・バーチャルリアリティ注 76・
特殊映画注 77 制作数

本 253 

各種新聞発行部数 億部 230 
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（注 1）本公報のデータは初歩統計数である。各統計データには香港特別行政区、マカオ特別行政区、台湾省は含まない。一部データは四捨五入の関係で、
合計と等しくない場合がある。

（注 2）国内総生産、第 3 次産業および関連産業付加価値（生産額）、地区総生産、1 人当たり国内総生産と国民総所得の絶対数は当年価格（名目）で計算し、
伸び率は不変価格ベース（実質）で計算した。

（注 3）国民総所得は、従来の国民総生産であり、国家あるいは地域すべての常住単位が一定期間内に獲得した第一次所得分配の総額を指す。これは
国内総生産に自国外からの第一次所得純受取額を加えた額に等しい。

（注 4）総労働生産率は国内総生産額（20 年を基準値で計算）と全就業人員の比率。
（注 5）全国総人口とは大陸の 31 の省・直轄市・自治区と現役軍人の人口を指し、31 の省・直轄市・自治区に居住する香港、マカオ、台湾の住民と

外国人は除く。
（注 6）25 年末の 0 〜 14 歳（15 歳未満を含む）の人口は 2 億 1276 万人、15 〜 59 歳（60 歳未満を含む）の人口は 8 億 6875 万人。
（注 7）都市部新規就業者数は、報告期間内の累計新規就業者数から自然退職者数を引いたもの。
（注 8）農民工の人数には地元の農村以外で 6 カ月以上従事した出稼ぎ農民工と、地元の農村で農業以外の産業に 6 カ月以上従事した地元農民工の両

方を含む。
（注 9）農産物生産者物価指数とは、農産物生産者が製品を初めて販売する際に実際に得る単位当たりの製品価格を指す。
（注 10）居住類価格には、賃貸住宅の家賃、住宅の保守・修繕および管理、水道光熱・燃料、所有する住宅のサービス価格を含む。
（注 11）統計調査制度が規定する調査範囲の変動、統計法の執行、重複データの除外等の要因により、25 年の規模以上工業の関連指標の増減率は、

比較可能な基準で計算した。
（注 12）設備製造業には金属製品業、汎用設備製造業、専用門設備製造業、自動車製造業、鉄道・船舶・航空・宇宙・その他運輸設備製造業、 電気機械・

器材製造業、コンピュータ・通信・その他電子設備製造業、機器計器製造業を含む。

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
各種雑誌発行部数 億冊 16 
図書の出版部数 億冊 108 

1 人当たり（出版）図書保有量注 78 冊 7.71 
全国の公文書館（年末） カ所 4,227 

すでに公開された各種公文書 万件 26,726 
規模以上文化・関連産業企業収入 億元 152,135 7.4 
観光

国内観光客数（延べ） 億人 65.2 16.2 
都市部観光客数 億人 50.0 14.3 
農村部観光客数 億人 15.3 22.6 

国内観光消費額 億元 63,003 9.5 
都市部観光客消費額 億元 52,990 7.5 
農村部観光客消費額 億元 10,012 21.4 

中国入国観光客数 万人回 15,450 17.1 
外国人入国数 万人回 3,517 
香港・マカオ・台湾人の入境数 万人回 11,932 

インバウンド観光客消費額 億元 1,311 39.2 
ビザ免除外国人入境数 万人回 3,008 49.5 
国内出国数 万人回 16,792 

私用出国数 万人回 16,166 
香港・マカオ・台湾への出境数 万人回 11,271 

医療衛生
全国の医療衛生機関数（年末） 万カ所 110.7 

病院 万カ所 3.8 
公立病院 万カ所 1.2 
民営病院 万カ所 2.6 

末端医療衛生機関 万カ所 105.5 
郷（鎮）の衛生院 万カ所 3.3 
社区衛生サービスセンター（ステ
ーション） 万カ所 3.8 

診療所 万カ所 42.4 
村衛生室 万カ所 56.0 
専門公共衛生機関（衛生監督所・
センターは含まない） カ所 9,231 

疾病予防管理センター カ所 3,478 
医療従事者（年末） 万人 1,340 

免許医師、助理医師 万人 529 
登録看護士 万人 603 

医療衛生機関ベッド数 万床 1,009 
病院 万床 799 
郷（鎮）の衛生院 万床 144 

総診療数（延べ）注 79 億人回 105.8 
総退院数注 80 億人回 3.0 
スポーツ

全国共有体育施設注 81 万カ所 500.4 
体育施設面積注 82 億㎡ 43.7 
1 人当たり体育施設面積 ㎡ 3.1 
世界大会での優勝獲得数（31 競技） 回 146 
世界記録 回 17 
第 9 回アジア冬季競技大会（2025/ ハ
ルビン）メダル獲得数

個 85 
（歴代最高成績）

メダル獲得数順位 位 1 
金メダル獲得数 個 32 
金メダル獲得数順位 位 1 

障害者世界チャンピオン獲得（23 国際
大会） 回 179 

12．資源・環境・緊急管理
資源

全国国有建設用地供給総量注 83 万 ha 47.1 -22.2 
鉱工業貯蔵用地 万 ha 13.8 -10.8 
不動産用地注 84 万 ha 6.2 -14.4 

項目 単位 数量・金額 前年比（%）
インフラ用地 万 ha 27.2 -28.4 

造林面積 万 ha 356 
人工造林面積 万 ha 83 

造林面積全体の 23.2％
植栽改良面積注 85 万 ha 493 
国家公園（年末） カ所 5 
エネルギー消費総量（標準炭換算） 億トン 61.7 3.5 

石炭 0.1 
エネルギー消費総量比 51.4％、前年比 1.8
ポイント減

原油 3.6 
天然ガス 2.0 
電力 5.0 

天然ガス・水力発電・原子力発電・風力発
電・太陽光発電等クリーンエネルギー消費
量のエネルギー消費総量比 30.4％、前年比
1.8 ポイント増

工業企業カーバイド単位当たり総合エ
ネルギー消費 ％ -0.7 

合成アンモニア単位当たり総合エネル
ギー消費 ％ -2.3 

工業企業鉄鋼 1 トン当たり総合エネル
ギー消費 ％ 1.9 

電解アルミニウム単位当たり総エネル
ギー消費 ％ -0.9 

工業企業火力発電毎 kwh 標準炭消費 ％ 0.0 
GDP 1 万元当たりエネルギー消費量注 86 ％ -5.1 
全国炭素排出権取引市場における炭素
排出割当額注 87 の取引量 億トン 2.35 

上記取引額 億元 146.3 
環境

国家海水水質基準達成度注 88

一・二類海水 ％ 84.9 
三類海水 ％ 4.6 
四類、四類未満海水 ％ 10.5 

都市区域騒音環境（332 都市）
良好 ％ 9.3 
比較的良好 ％ 65.1 
普通 ％ 25.0 
比較的劣悪 ％ 0.6 
劣悪 ％ 0.0 

平均気温 ℃ 10.9 
上陸した台風 回 10 
農産物被災面積 万 ha 607 

収穫ゼロ面積 万 ha 69 
洪水・冠水、地質災害による直接経済
損失 億元 1,666 

干ばつによる直接経済損失 億元 86 
低温凍結・雪害による直接経済損失 億元 9 
海洋災害による直接経済損失 億元 89 
大陸地区マグニチュード 5.0 回 11 

直接経済損失 億元 97 
森林火災発生件数 回 225 
森林火災被災森林面積 万 ha 0.5 
生産安全事故（労働災害）

各種生産安全事故死亡者 人 18,261 -7.0 
工場・鉱山・商業企業従業員 10 万人
当たり生産安全事故死亡者 人 1.040 -4.5 

炭鉱生産量 100 万トン当たり死亡者 人 0.045 -23.7 
道路交通事故自動車 1 万台当たり死亡
者 人 1.25 -4.6 
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（注 13）ハイテク製造業には、医薬品製造業、航空・宇宙船・設備製造業、電子・通信設備製造業、コンピュータ・事務設備製造業、医療機器設備、
機器計器製造業、情報化学品製造業を含む。

（注 14）デジタル製品製造業には、コンピュータ製造、通信・レーダー設備製造、デジタルメディア設備製造、スマート設備製造、電子部品・デバイ
ス製造、その他デジタル製品製造業を含む。

（注 15）規模以上サービス業には、以下を含む。年間営業売上げ 2000 万元以上の交通運輸・倉庫・郵政業、情報通信・ソフトウェア・IT サービス業、
水利・環境・公共施設管理業、衛生事業の法人を含む。年間営業売上げ 1000 万元以上の不動産業（不動産開発経営は含まない）、リース・ビジネス
サービス業、科学研究・技術サービス業、教育事業の法人。その他、年間営業売上げ 500 万元以上の住民サービス・修理・その他サービス業、文化・
体育・娯楽業、社会事業の法人。また、25 年の規模以上サービス業企業の財務指標の増減率は、比較可能な基準で計算した。

（注 16）戦略的新興サービス業には、次世代情報技術産業、ハイエンド装備製造産業、新材料産業、バイオ産業、新エネルギー自動車産業、新エネル
ギー産業、省エネルギー・環境保護産業、デジタルクリエイティブ産業の 8 大産業におけるサービス業関連分野、ならびに新技術、イノベーション・
起業関連などのサービス業を含む。

（注 17）ハイテクサービス業には、情報サービス、電子ビジネスサービス、検査・試験サービス、専門技術サービス業におけるハイテクサービス、研
究開発・設計サービス、科学技術成果の事業化サービス、知的財産権および関連法律サービス、環境モニタリング・環境保全サービスを含む。

（注 18）EC 取引額とは、EC プラットフォーム（企業独自および第三者によるプラットフォームを含む）で成約した商品およびサービスの取引額を指し、
企業および個人との取引額を含む。25 年の増加率は、比較可能な基準で計算した。

（注 19）オンライン小売額とは公共ネットワーク取引プラットフォーム（主に実物商品取引を行うオンラインプラットフォーム、自社ウェブサイトと
第三者プラットフォームを含む）を通じて成約した商品とサービスの小売額を指す。25 年の増加率は、比較可能な基準で計算した。

（注 20）東部地区は北京、天津、河北、上海、江蘇、浙江、福建、山東、広東、海南の 10 省（市）を指す。中部地区は山西、安徽、江西、河南、湖北、
湖南の 6 省を指す。西部地区は内モンゴル、広西、重慶、四川、貴州、雲南、チベット、陝西、甘粛、青海、寧夏、新疆の 12 省（区、市）を指す。
東北部地区は遼寧、吉林、黒龍江省の 3 省を指す。

（注 21）GDP1 万元当たりの二酸化炭素排出量の算定範囲には、エネルギー活動および工業生産過程により生じる二酸化炭素排出が含まれ、20 年の価
格を基準として計算した。

（注 22）注 11 を参照。
（注 23）鋼材生産量のデータには企業間の重複加工鋼材を含む。
（注 24）注 11 を参照。
（注 25）全国工業生産稼働率とは、実際の産出量と生産能力（いずれも価値量で計算）の比率を指す。企業の実際の産出量とは、報告期間内に企業が

報告した工業総生産額を指す。企業の生産能力とは、報告期間内において、労働力、原材料、燃料、輸送などの供給が確保され、生産設備（機械）
が正常に稼働している状況下で、企業が実現可能かつ長期的に維持できる製品の産出量を指す。

（注 26）火力発電は石炭燃焼発電量、石油燃焼発電量、ガス燃焼発電量、余熱・余圧・余蒸気発電量、バイオマス発電量を含む。
（注 27）少量発電設備容量（例えば地熱等）は本公報に未記載。
（注 28）統計法の執行に基づく検査、重複データの除外などの要因により、25 年の建設業企業の利益増加率は、比較可能な基準で計算してた。
（注 29）注 15 を参照。
（注 30）貨物輸送総量および取扱量には鉄道・陸路・水運・民用航空・パイプラインの 5 種類の輸送を含み、25 年の成長率は実質値で計算した。
（注 31）25 年は配車アプリ利用車両の乗車係数を調整し、それに応じて都市タクシー旅客輸送量などの指標について 25 年および 24 年同期のデータ

を調整した。25 年の旅客輸送総量、旅客輸送回転量、道路旅客輸送量、道路旅客輸送回転量の増加率は、比較可能な基準で計算した。
（注 32）郵便業務総量は企業が従事する各種郵政の普遍的サービス業務や、宅配業務の総量を指す。
（注 33）電気通信業務総量は 24 年の価格を基準として計算した。
（注 34）携帯電話基地局数とは報告期末で小区サービスによる無線通信受発信設備、基地局と移動局間の無線通信、移動交換機と移動局間の中継、無

線送信の質量を監視する装置一式の数を指す。
（注 35）固定インターネットブロードバンド接続利用者とは期末に電気通信企業に登記登録があり、xDSL、FTTx+LAN、FTTH/0、およびその他ブロー

ドバンド接続方式、普通専用線を通じて公衆インターネットに接続する加入者を指す。
（注 36）1000Mbps 以上のブロードバンド接続利用者とは、報告期間末時点で下り速度が 1000Mbit/s 以上のブロードバンド接続利用者を指す。
（注 37）モバイル IoT エンドユーザーとは報告期間末で移動通信ネットワークに接続され、IoT サービスが有効になっているユーザーを指す。IoT サー

ビスとはセンシングネットワークと伝送ネットワークを接続し、遠隔地からのデータ収集やネットワークへのデータ伝送を可能にすることを指す。
（注 38）ソフトウェア・IT サービス業にはソフトウェア開発、集積回路設計、情報システム集積サービス、IoT 技術サービス、運用・保守サービス、デー

タ処理・保管サービス、情報技術コンサルティングサービス、デジタルコンテンツサービス・その他情報技術サービス等業種を含む。25 年のソフト
ウェア業務収入の増加率は、比較可能な基準で計算した。

（注 39）サービス小売額は、企業（産業活動単位、個人経営者）の取引形式によって、直接個人またはその他企業単位の非生産・非経営に用いられるサー
ビス価値の総和を指す。サービス提供者が貨幣形式で販売する消費に属するサービス価値を反映しており、交通・宿泊・飲食・教育・衛生・スポーツ・
娯楽などの分野でのサービス活動の小売額を含む。

（注 40）注 19 を参照。
（注 41）投資統計制度・手法の変更、統計法執行検査などの要因により、25 年の固定資産投資関連指標の増加率は、比較可能な基準で計算した。
（注 42）注 41 を参照。
（注 43）注 41 を参照。
（注 44）インフラ設備投資には鉄道運輸業、道路運輸業、水上運輸業、航空運輸業、パイプライン運輸業、複合輸送および輸送代理業、貨物積卸・運

搬業、郵政業、電気通信・ラジオ・テレビおよび衛星放送サービス、インターネットおよび関連サービス業、水利管理業、生態保護および環境管理業、
公共施設管理業への投資が含まれる。

（注 45）社会領域投資とは教育、衛生および社会活動、文化・体育・娯楽業への投資を指す。
（注 46）民間投資とは集団所有制・私営・個人性質の国内資本企業・事業単位およびその持株支配（絶対的持株支配と相対的持株支配を含む）の企業

単位が建造あるいは購入した固定資産の投資を指す。
（注 47）不動産業投資には、不動産開発投資のほか、建設主体による自社建設住宅、ならびに物件管理、仲介サービス、その他の不動産投資も含まれる。
（注 48）不動産開発統計制度、統計法執行検査などの規定に基づき、前年同期の不動産開発投資、新築商品住宅販売面積などのデータを改訂しており、

25 年の増加率は比較可能な基準で計算した。
（注 49）販売用新築不動産の販売面積は、報告期間内に不動産開発企業が売りに出した販売用新築不動産の契約総面積を指す。
（注 50）中古住宅の取引にかかるオンライン契約面積は、報告期間内に都市でオンライン契約が成立した合計総面積を指す。
（注 51）地域的な包括的経済連携（RCEP）協定の中国以外の加盟国には、ブルネイ、ミャンマー、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、フィ

リピン、シンガポール、タイ、ベトナム、日本、韓国、オーストラリア、ニュージーランドを含む。
（注 52）25 年 1 月より、中国人民銀行は改訂後の狭義通貨（M1）の新たな統計基準を採用した。改訂後の M1 には、流通現金（M0）、法人要求払預

金、個人要求払預金、非銀行系決済機関の顧客預り金が含まれる。25 年の増加率は比較可能な基準で計算した。
（注 53）社会融資規模増加量とは一定期間に実体経済が金融システムから受け取った資金総額を指す。
（注 54）社会融資規模残高とは一定期間末（月末、四半期末、年末）に実体経済が金融システムから獲得した資金残高を指す。
（注 55）小規模・零細企業向け包摂融資は 1 社当たりの与信額が 1000 万元以下の小規模・零細企業への融資、個人事業主への経営融資、小規模・零
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細企業経営者への融資を含む。
（注 56）新規設立企業向けローンの加重平均金利とは、年間の企業向け新規融資額（人民元建て・外貨建て）の大きさを反映して計算した加重平均金

利を指す。
（注 57）上海証券取引所と深圳証券取引所の資金調達額は上場日を基準に集計しており、資金調達額には転換社債の実質額を含み、24 年には 1694 億元、

25 年には 2267 億元であった。
（注 58）北京証券取引所の株式資金調達は上場日を基準に集計した。
（注 59）全国中小企業株式譲渡制度の累積資金調達額には優先株式は含まず、新規発行株式の上場日を基準に集計した。
（注 60）企業信用類債権には非金融企業の債務融資手段、企業債券・社債、転換社債等を含む。	
（注 61）保険料収入とは保険会社が確認した保険契約の保険料収入を指す。
（注 62）1 人当たり可処分所得中央値とは全ての調査世帯を 1 人当たり所得水準の低い方から高い方へ順番に配列し、中央の位置にある調査世帯の 1

人当たり可処分所得を指す。
（注 63）全国住民五等分所得層（五等分収入分組）とは全ての調査世帯を 1 人当たり所得水準の低い方から高い方へ順番に配列し、それを五等分して、

最も低い 20％の所得群を低所得層とし、以下順に中の下所得層、中所得層、中の上所得層、高所得層とすることを指す。
（注 64）貧困脱却県には旧国家扶貧開発工作重点県の 832 県と地理的に集中かつ隣接している特別困難地区の県および新疆ウイグル自治区アクス地

区の 7 市・県が含まれる。
（注 65）サービス消費支出は飲食サービス、衣類・靴類加工サービス、住居サービス、家庭サービス、交通・通信サービス、教育・文化・娯楽サービス、

医療サービスなどの各種生活サービスに対する消費支出を指す。
（注 66）農村部特別困窮者とは労働能力がなく、生活資金源がなく、また法定扶養者、養育者、養育義務者がいないか、あるいはその法定義務者が履

行義務能力がない農村部高齢者、障害者、16 歳未満の未成年を指す。
（注 67）臨時扶助とは国家が偶発的な事件、予想外の傷害、重大疾病、あるいはその他特殊な原因によって基本的な生活が困難に陥り、その他社会救

助制度が一時的にカバーできない、あるいは救助の後においても基本的な生活が一時的に極めて困難な家庭または個人に対して行う、緊急性・過渡
性のある救助を指す。また、冬季暖房補助、物価臨時補助、年末年始や祝祭時の慰問訪問などその他の臨時救助も含む。

（注 68）社会サービスベット数には養生施設のほか救助、社区施設の病床数も含まれる。
（注 69）PCT（Patent Cooperation Treaty）とは、特許協力条約であり、特許分野における国際協力条約の 1 つである。PCT 特許出願受理件数とは、

国家知的財産権局が PCT 特許出願受理官庁として受理した PCT 特許出願の件数を指す。
（注 70）人口 1 万人当たりの高価値発明特許保有件数とは国家知的財産権局が認定した人口 1 万人当たりの有効発明特許数で、次のいずれかの条件を

満たすものを指す。すなわち、戦略性新興産業の発明特許、海外で同様の特許権を有する発明特許、10 年以上維持している発明特許、高額の担保付
融資を得た発明特許、国家科学技術賞や中国特許賞を受賞した発明特許である。							     

（注 71）科学的素養保有者とは、科学的精神を尊び、科学的思考を確立し、基本的な科学的アプローチを習熟しており、必要な科学技術の知識を得て
いる者、加えてその分析・判断能力や実際の問題解決能力を応用できる者を指す。

（注 72）製造業製品品質合格率とは、製品品質検査を手段として、規定の方法、手順、基準に基づき品質サンプル検査を実施し、品質合格のサンプル
数が全サンプル数に占める割合を指す。

（注 73）大学（一般・専科）には一般課程、職業課程、高等職業（専門）課程を含む。
（注 74）中等職業教育には普通中等専門学校、成人中等職業教育、職業高校、職業訓練校を含む。
（注 75）図書館サービス利用者（延べ）とは、本年度内に図書館施設で図書館サービスを受けた延べ人数を指し、書籍・雑誌の貸出・借覧、レファレ

ンスサービス、各種利用者向け活動への参加等を含む。
（注 76）バーチャルリアリティ（VR）映画とは、バーチャルリアリティ（拡張現実、複合現実を含む）技術を用いて制作され、ヘッドマウントディスプレー

等のバーチャルリアリティ端末を用いて鑑賞し、映画館等の固定上映施設で一般公開上映される新形態の映画を指す。
（注 77）特殊な方式で上映される映画とは技術、設備、作品の面で通常の映画館とは異なる上映方式を採用している映画で、巨大スクリーン映画、立

体特殊効果（4D）映画、ダイナミックムービー、ドーム映画等を指す。
（注 78）1 人当たり（出版）図書保有量とは 1 年で全国平均 1 人当たりが保有する当年出版図書冊数を指す。
（注 79）総診療数（延べ）は全ての診療サービスを受けた延べ人数を指し、外来、救急、往診、予約診療、単一健康検査、健康相談指導（健康講座、

PCR 検査を含まず）の延べ人数を含む。
（注 80）総退院数は、報告期間の全ての入院後退院した人数を指し、医師の指示による退院・その他医療機関への転院、医師以外の指示による退院、

死亡およびその他人数を含み、家庭病床床上げ人数は含まない。
（注 81）全国共有体育施設には、軍や鉄道機関が所有するスポーツ場施設は含まない。
（注 82）体育施設面積とはトレーニング、競技、フィットネスのための施設の有効面積を指す。
（注 83）国有建設用地供給総量とは報告期間に市・県人民政府が年度土地供給計画に基づき、法に依拠した譲渡・割当・賃貸等の方式で土地使用権を

組織もしくは個人と譲渡契約を締結し、または無償割当決定書を交付し、取引を完了した国有建設用地の総量を指す。
（注 84）不動産用地とは商業サービス用地と住宅用地の合計を指す。
（注 85）植栽改良面積とは、人工播種、航空播種、草原改良、柵の設置による保護育成等の措置を通じて草原生態の回復を実施した面積の合計を指す。
（注 86）GDP １万元当たりのエネルギー消費量は 20 年の価格を基準として計算した。
（注 87）全国炭素排出権取引市場における炭素排出割当額とは、全国炭素排出権取引市場において重点排出事業者に対し一定期間について割り当てら

れる、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出枠をいう。炭素排出枠 1 単位は、大気中に 1 トンの二酸化炭素換算量を排出することに相当する。
（注 88）沿岸海域の海水水質は、面積法を用いて評価した。

（出所）国家統計局 HP「2025 年国民経済和社会発展統計公報」。


